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る。農村戸籍保持者について考えると、都市で職から得られる期待収入から、居住費用を差し引いた期待可処分所得が、農村に留まときに得られ 可処分所得よりも高ければ、彼らは都市へ出稼ぎ行く。ただし、農村戸籍保持者は平均的にみて都市戸籍保持者より教育水準が低く、労働生産性も劣ると考えられるため、支払わ賃金は都市戸籍保持者よりも低い。また、先述したよう 国有企業部門では雇用に差別的な扱いがあるため、雇用される確率も下 る。それでも、都市の二つのセクターでは、農村で働くより高い期待賃金を得ら るだろう。しかし、都市では農村に留まるときと比べて、
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働不足が深刻化し、賃金が農村に比べて数倍にまで高まっているにもかかわらず、農村戸籍保持者の多くが農村に留まり、貧しい暮らしを続けているという中国の労働市場にみられるパズルを説明することができる。この現象はに留まるときの可処分所得 、都市に出稼ぎに行 、雇用され、高い都市生活費を支払った後の期待可処分所得が、結局は均衡しているということで説明できる。なぜなら、農村戸籍保持者は、都市に出稼ぎに行ったとしても 都市＝
国有セクターでは、低い雇用確率に直面しており、高い生活費を負担しなければならない。このため、一見都市の高賃金が魅力的にみえたとしても、雇用確率や生活費を加味した期待可処分所得を考えると、農村でのそれと大差が くるのである。●労働市場政策の評価　
以上の中国の労働市場の理解に
基づき、次の三つの労働市場政策が社会厚生に与え 影響を評価しよう。第一は 農村開発政策であり、この政策は農業賃金を上昇させるとする 二 都市生活費の削減であり、農村戸籍保持者が都市で暮らすためにかかる 活費を下げる（例えば家賃補助を与える） 。そして、第三は、戸籍転換であり、都市で働く一定の農村戸籍保持者に都市戸籍を与 る（したがって、公共サービスが享受できるようになり、可処分所得が上がる） 。　
結論をいえば、この三つの政策
のうち、政策導入の前後で 誰一人の可処分所得も下げることなく、少なくとも一部の労働者 期待可処分所得を高められ 政策は、農村開発政策しかない。農村開発政





実態をモデル化し、社会厚生を高めるような労働市場政策の影響を理論的に評価した。この結果、農村戸籍保持者への家賃補助など生活支援や、都市戸籍への転換による支援は、農村から都市への労働者の移動を促し 農村間格差を是正する効果があるが、一方で都市＝民間セクターの労働者が不利益を被る。農村開発政策は、格差是正に役立つと共に誰も政策による不利益を被ることがないということが明らかになった 現在、途上国を巡 多くの労働 場政策が理論モデルによる考察なく、議論されている。重要なことは、途上国の労働市場は、教科書的な「労働市場」とは違うことであり、その社会経済のコンテクスト沿ったモデルを提案して政策分析を行うことである。（ありもと
　
ゆたか／前アジア経
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